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１　はじめに
家庭におけるカット野菜の普及は、女性

の社会進出、少子高齢化など複合的な要因
から、食の外部化、あるいは食の簡便化と
いわれる現象が進行したことを主な背景と
している。これに加え供給側の要因として
は、平成に入った頃から始まった一般廃棄
物の有料化の流れが、不可食部分を大量排
出させていた業務需要を中心にカット野菜
利用を強く促すことになったとみられてい
る（注１）。

家計調査年報から代表的な家庭利用の
カット野菜であるサラダへの支出について
みると、支出金額では依然として生鮮野菜
の１割にも満たないが、この20年間の変
化を追うと平成４年の支出金額を100と
した場合、生鮮野菜が平成26年には84.1
にまで落ち込んできているのに対し、サラ
ダは191.0と２倍近くにまで伸長してい
る。

このような推移の中で、商品としての
カット野菜の位置付けも大きく変わった。
かつて、家庭で購入するカット野菜は種類
も少なく、しかも原体の「すそもの」や過
剰品の加工というイメージが強く、商品と
しての地位は決して高くはなかった。とこ
ろが、今日では、食品スーパーの棚には多
種多様なカット野菜あるいはパッケージサ
ラダが並び、「７種類のサラダ　赤野菜
ミックス」や「10種野菜のミックスサラ
ダ」といった、もはや一般家庭が作り出す
のは難しいであろうサラダまでパッケージ
で供給されている（注２）。

ところが、加工・業務用需要は、家計消
費向けに比較すると輸入品割合が相対的に
高いと考えられている（注３）。家計消費と同
様に、国産品志向が強いにもかかわらず、
全般的にはカット野菜事業者などへの安定
的な原料供給経路の構築という課題を残し
ているというのである。
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【要約】

カット野菜やパッケージサラダの製造者にとって、原料の安定的調達は事業の運営に欠く
ことのできない条件である。特に夏秋期の調達がむずかしい沖縄県のような地域では、それ
を確実にしうる仕組みづくりが求められる。今回調査した有限会社グリーンフィールドの事
例では、実質的な自社農場から基幹的な品目を確保しつつ、設立母体となっている仲卸業者
を介在させることで安定的な原料調達システムを構築していた。この仲卸業者は自社農場の
安定経営に資する販売力も有しており、その存在がこのシステムの要点といえる。
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昭和36年の農業基本法農政以降、わが
国の青果物流通は少数品目の大産地から、
大都市の大型卸売市場へ出荷するという経
路が整備されてきた。卸売市場制度自体も
転換期を迎えてはいるが、それでも「中央
拠点市場」の考え方からもわかるように、
大都市の大型卸売市場への出荷集中はます
ます強まっている。それを前提に考える
と、カット野菜事業者は東京や大阪といっ
た大都市圏に立地していなければ、不足時
のスポット取引への対応も含めて、原料の
安定的確保について困難が増すと考えられ
る。カット野菜、パッケージサラダが外食
産業あるいはスーパーで販売されるウェイ
トが高いことを考えれば、原料の安定的調
達はカット野菜事業者の存立のためのいわ
ば絶対条件であり、青果物流通の規模が小
さい地方都市に立地する事業者はその調達
経路構築に何らかの戦略が求められる。

この点についていえば、全国でも沖縄県
は最も条件が不利な地域である。なぜな
ら、亜熱帯地域に属する沖縄県は夏秋期の
野菜調達が難しく、しかも秋に台風が来れ
ば初冬の野菜収穫にも強い影響が及ぶ。冬
には多くの野菜が旬を迎えるとはいえ、農
業構造の違いから沖縄県では業務用に対応
できる大産地は限られている。その一方
で、沖縄県の中食比率は全国を上回り、小
売段階は他県と同様に大型総合スーパーの
存在が大きくなってきている。

しかし、そのような沖縄県にあっても、
独自の原料調達戦略により安定的に成長を
続けるカット野菜事業者も存在している。
そこで本稿では、沖縄県那覇市の有限会社
グリーンフィールド（以下「グリーン
フィールド」という）を事例に、地方都市
におけるカット野菜事業者の原料調達戦略

のあり方を分析する。

注１：参考文献（５）、参考文献（３）でもそれ
について言及している。

注２：本稿では業務用や加熱用などでカットされ
て売られている商品をカット野菜、そのま
ま食卓に出すことができるサラダ商品を
パッケージサラダとしている。

注３：参考文献（２）p. ２による。また、参考文
献（１）p.36では90年代以降の野菜輸入
量の増加が「業務・加工用需要における輸
入品利用の増加と結びつきながら進行して
いる」としている。

２　グリーンフィールドの概要とカット野
菜事業の沿革

（１）グリーンフィールドとグループ企業
沖縄本島においてカット野菜あるいは

パッケージサラダ製造を主たる業務とする
会社は、少なくとも４社存在するとみられ
る。今回事例としたグリーンフィールドは、
その中でも最大規模の工場を有している。

表１では、グリーンフィールドの概要に
ついて整理した。同社は平成17年８月に
設立され、翌18年11月から操業を開始し

屋　号 有限会社グリーンフィールド
事業内容 農産物の生産、加工、販売
設立年月 平成 17年８月
資本金 1,735 万円
年間売上高 ７億 4,000 万円（平成 26年実績）
従業員数 185名（うち正社員９名）

主要株主

1. 農業生産法人（有）沖縄ファーム
2. 農事組合法人サザンファーム
3. 沖縄協同青果株式会社
4. 沖縄県青果卸売協同組合
5. 沖縄県中央卸売市場売買参加者協同組合
6. 農業生産法人（有）イズミ農園

資料：会社案内およびヒアリングより作成

表１　事例の概要
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ている。設立から９年後となる26年の年
間売上高は７億4000万円であった。しか
も、近年は急速に業績を伸ばしており、
27年のそれは９億円にも達する見込みで
ある。

拡大が続く業務を支えている従業員は現
在185名だが、このうち正社員は９名の
みで、大半は製造部門のパートやアルバイ
トである。早朝からの勤務となる製造部門
は延べ６割から７割に達する外国人留学生
を中心としており、他にパートと契約社員
から構成されている。

また、グリーンフィールドの株主構成に
着目すると、そこには同社の性格がよく表
れているといえる。つまり、後述する原料
調達で重要な役割を果たすグループ企業で

ある農業生産法人（有）沖縄ファーム（以
下「沖縄ファーム」という）の他、沖縄県
中央卸売市場に入場する卸売会社、仲卸組
合、さらには買参人組合までもが名を連ね
ており、同社と卸売市場との深い関係が示
されている。

図１では、現在のグリーンフィールドと
グループ企業の関係を示した。社長の実家
でもある農家は、平成８年に法人化した
が、後述するように、株式会社オリオン商
事（以下「オリオン商事」という）ととも
に、グリーンフィールドの原料調達におい
て重要な存在となっている。創業者でもあ
る現社長はこれら３社の社長を兼任してお
り、原料調達のみならず、販売のリスク対
応の面でも連携した活動を展開している。

（２）カット野菜事業に取り組んだ背景
このグリーンフィールドにおけるカット

野菜事業は、２つの背景から開始されてい
る。

前掲図１でも示したように、同社は隣接
する沖縄県中央卸売市場の仲卸業者である
オリオン商事が、事実上の母体となって設

立されている。このオリオン商事は、昭和
59年の卸売市場開場以来、仲卸業者とし
ての業務を担ってきた。それがカット野菜
事業に乗り出そうとしたのは、平成14年
から始まった大手スーパーチェーンＤ社の
沖縄からの撤退が第１の背景となってい
る。オリオン商事はこのチェーンを大口取
引先としており、その撤退は売り上げの大

母体として設立
出資

出資

出資

【沖縄県中央卸売市場仲卸業者】
オリオン商事

（昭和 52年設立）

【カット野菜事業者】
グリーンフィールド
（平成 17年設立）

その他株主

【農業生産法人】
沖縄ファーム

（平成８年設立）

長男（現社長）が起業
農家（沖縄県南城市大里）

社長は３社兼任

図１　グリーンフィールドとグループ企業の関係

資料：ヒアリングより作成
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幅な減少を意味するため、それへの対応を
迫られることになったのである。

また、この撤退問題の発生前、社長はア
メリカにおける野菜販売の動向を視察し、
カット野菜、パッケージサラダが野菜販売
形態において高いウェイトを占めていると
いうアメリカの現状を見て、これがいずれ
日本にも波及するものと予測していた。そ
こで、Ｄ社の撤退を機会にカット野菜事業
への進出とグリーンフィールドの設立に踏
み切ったのである。

さらにもう１つ、社長自身が農家出身で
あるということが、ここに至った背景と
なっている。野菜生産では規格外品の発生
を避けることはできないが、これを本来の
価値通りに販売することはかなり難しい。
しかし、農家出身の社長には、このような
規格外品を何とか販売できる仕組みを作ら
なければ野菜農家は破綻する、という考え

があり、それがカット野菜事業の展開につ
ながっている。設立にそのような背景を持
つことから、現在のグリーンフィールドで
も製品ラインには手作業の工程を多く残し
ている。これらも機械化できないわけでは
ないが、そうなれば非効率な規格外品を原
料とはしづらくなるのである。

３　製造工程と販売経路
（１）商品製造工程と衛生管理

グリーンフィールドの商品は、スーパー
やコンビニ向けの小売製品と、外食や給食
向けの業務用製品に大別される。図２で
は、このうちの小売製品であるパッケージ
サラダ、加熱用カット野菜セットの製造工
程を示した。

まず、「①入荷準備室」へと納品された
原料野菜は、「②加工室１」において洗浄
された後、表皮や芯などの不可食部分を除

カット

洗浄

殺菌洗浄

冷却洗浄

脱水

①入荷準備室

②加工室１

③加工室２

出荷

土やほこりなど、野菜の表面
に付着した汚れを洗い流す

不可食部分の除去とカット。
カットは手作業と機械の併用

７度以下の冷却水で洗浄し、
野菜の温度を10度以下にし、
食感と鮮度を保持する

計量・包装

金属検査

箱詰め

④計量・包装室

⑤仕分け室

水道水で２分間のバブリング
洗浄

無味、無臭、無害の電解水に
よる２分間のバブリング洗浄

原料入荷

予備洗浄

図２　カット野菜商品の製造工程

資料：グリーンフィールド資料およびヒアリングより作成
　注：スーパー、コンビニ向け商品の標準的工程。
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去し、包丁を使ってカットされる。前述の
通り、最初のカットを手作業で行うという
ことは、規格外品の利用を可能とするとい
う点で重要な意味をもっている（写真１）。

手作業でのカットの後は、使用する製品
や納入先に応じてスライス、千切り、短冊
などへとさらにカットされる。使用形態に
あわせてカットされた野菜は「③加工室
２」に移され、バブリング洗浄（洗浄槽の
底から細かい気泡を吹き上げる洗浄法）や
電解水での洗浄、食感と鮮度を保持するた
めの冷却洗浄を経て、脱水される。なお、
電解水は無味無臭で安全だが高い殺菌効果
が得られること、冷却洗浄は青果物の歯ご
たえを維持したまま洗浄できることから採
用された。

次の「④計量・包装室」では、カットさ
れた野菜が組み合わされ、パッケージサラ
ダなどの最終的な商品として仕上げられ
る。その後、金属探知機による検査を受け
る。

外食向けの単品カット野菜など、業務用
製品を製造する工程も同じ建屋内にある
が、小売製品の工程とは壁で仕切られた別
部門となっている。業務用製品の工程も、
洗浄やカットの工程は小売製品と同様であ
るが、さらにこちらにはスチーム工程と急
速冷凍工程が加わる。前者のスチーム工程
は紅いも、かぼちゃ、かんしょ、ばれい
しょなどを100 ～ 300度以上の高温蒸気
によって、素材のうまみ成分やビタミンを
保ったまま蒸すという技術である。これは
スチーム野菜として単品で外食産業や給食
センターなどに納入される他、小売製品の
トッピングとしても使用されている。ま
た、後者の急速冷凍工程は約６分間で急速
冷凍するトンネル方式のフリーザーであ

り、食感を維持したまま冷凍することが可
能とされている。この装置は、外食産業な
どからカット野菜の安定供給を強く求めら
れる中で、生鮮品の原料だけではその対応
に限界があるため導入された。それに加え
て、ゴーヤーのような夏野菜を通年利用す
るためにも使用されている。

ところで、野菜は土の畑で育ち、そのま
ま利用する場合は「土付き野菜」に新鮮な
イメージもあるが、カット野菜やパッケー
ジサラダでは土付きなどもっての外で、徹
底した衛生管理が強く要請される。そこ
で、グリーンフィールドでも食品安全マネ
ジメントシステムであるＩＳＯ 22000の
認証を受けるとともに、米軍基地への納入
の条件であり、きわめて厳しいとされてい
る在日米軍食品検査機関の衛生検査にも合
格している。

（２）商品種類と販売チャネル
表２ではグリーンフィールドの商品種類

と主要取引先を示した。同社において売り
上げの６割を占めるのが、パッケージサラ
ダ、加熱用カット野菜セット、カットフ
ルーツ、スチーム野菜などの商品群から構
成される小売製品である。

これら小売製品については、全国規模で

写真１　カット作業
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展開している大手スーパーを含めた数社
が、主要な取引先として大きなウェイトを
占めている。これらに対しては、ＰＢ商品
である袋入りパッケージサラダ、プラス
チック製カップ入りのサラダ類、同様の形
態のカットフルーツなど生食用としてその
まま食べる商品に加え、ゴーヤーチャンプ
ルー、カレーあるいは沖縄の郷土料理であ
る「にんじんしりしりー」などの材料とな
る野菜をセットした、加熱用カット野菜
セットを納入している。さらに、カットフ
ルーツとスチーム野菜についても、弁当や
総菜に組み合わせる素材として、それぞれ
のバックヤードや系列の弁当製造工場など
に納品されている。

また、パッケージサラダや加熱用カット
野菜セットは、「簡単菜食」という自社ブ
ランド商品として、主に中小スーパー向け
に販売されている（写真２）。これは自社
ブランドであるため、原料供給の状況を踏
まえた商品設計ができるという点にも特徴
がある。つまり、「５種の野菜サラダ」と
しても、キャベツやレタス以外を何にする
かは、野菜の生育状況などを勘案して柔軟
に対応できるのである。

一方、業務用製品は大手ファストフー
ド・チェーンへのたまねぎのスライス、学
校給食向けのにんじん千切り、病院給食向
けのかぼちゃ角切りといった単品での出荷

であり、これらでグリーンフィールドの売
り上げの約４割を占めている。この分野も
病院給食向けを中心に、売り上げは右肩上
がりを示している。

ところで、これらの製品は季節ごとのバ
リエーションも含めれば、アイテム数が
100以上にも達する。特にパッケージサ
ラダについては１袋が10種類以上の野菜
から構成される商品もある。これらの商品
の製造には、原料として多種多様な野菜あ
るいは果物が必要である。従って、グリー
ンフィールドには沖縄にあってそれらを安
定的に確保しうる経路の構築が求められ
る。そこで、次に同社の原料調達の仕組み
について整理する。

４　グリーンフィールドの原料調達構造
（１）パッケージサラダの原材料構成とその

確保の困難性
図３は冬春期の商品構成における平均的

商品種類 年間売上額 ウェイト 主要取引先
パッケージサラダ
加熱用カット野菜セット
カットフルーツ
スチーム野菜

約 4億 4000 万円 60% スーパー・量販店３社
コンビニエンスストア 2社

単品カット野菜・フルーツ
約 1億 9000 万円 26% ファストフード、ファミレス
約 1億 1000 万円 14% 学校給食、病院給食

資料：ヒアリングより作成

表２　商品種類と販路（平成26年）

写真２　�グリーンフィールドで商品化して
いるカット野菜
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な原材料使用割合を示している。最も多い
のはキャベツであり、それだけで１日当た
り1.5トンから多いときでは２トンもカッ
トする。たまねぎ、にんじんは、単品の
カット野菜商材として外食産業や給食から
需要があり、加えてパッケージサラダや加
熱用カット野菜商品にも多く使用されてい
る。レタスについては、全体の５％とはい
え、パッケージサラダには必要不可欠な素
材である。

グリーンフィールドが使用する原料のう
ち、常時使用するのはおおむね40 ～ 50
品目であり、季節的に使用する素材を含め
ると100品目を大きく超える。例えば、
パッケージサラダで「10種野菜のミック
スサラダ」あるいは「５種野菜とキャベツ
の千切り」のような製品であれば、比較的
使用量の少ない品目については他の品目で
代替させることもできようが、キャベツや
レタスを欠いてしまえばサラダ商品とはな
らない。そこで、これらの安定的確保が
カット野菜事業者としての存立条件となる。

亜熱帯に位置する沖縄県は、11月から
翌年５月までが地場産野菜の出荷期であ
る。キャベツ、レタスをはじめ多くの品目
は、５月と11月に地場産と県外産が入れ
替わる。６月から10月まで、沖縄県で流
通する野菜は主に県外産のため、卸売市場
への入荷量も相対的に少ない上に、台風が
近づいてくればそれも止まり、価格は大幅
に上昇する。

このような条件下にあっても、近年は大
型スーパー、外食産業ともに、「食の安全・
安心」への対応として産地指定を要求して
くる。そのため、原料として数量さえス
ポットで確保できれば良いということにも
ならない。それでも、全国の産地から青果
物が集まってくる東京や京阪神あるいは名
古屋なら対応のしようもあろうが、沖縄で
は県外産地からの集荷には海を隔てた長距
離の物流が伴い、地場産地も契約取引が可
能な産地は限られている。

それでは、グリーンフィールドはこのよ
うな環境下で、いかにして安定的な原料調
達を実現しているのであろうか。

（２）高い原料調達力
図４はパッケージサラダ、加熱用カット

野菜セットの原料であるキャベツ、レタス
類を中心とした調達構造を示している。県
外からの調達が中心となる６月から10月
の夏秋期については、全体の約25％がＹ
社など県外５カ所の産地との継続的な契約
生産による調達となっている。この内訳を
見ると、群馬県の野菜生産法人であるＹ社
が約10％を占める。Ｙ社は全体としては
10％程度だが、使用頻度の高いレタスに
ついては約７割と依存度が高く、同社はグ
リーンフィールドにとって重要な存在と

キャベツ
23％
キャベツ
23％

たまねぎ
18%
たまねぎ
18%

にんじん
8%

にんじん
8%

レタス
5%
レタス
5%

だいこん
5%

はくさい
3%

グリーンリーフ
1％

その他
37%
その他
37%

図３　�平均的な原材料の使用割合（平成28
年１月上旬の例）

資料：ヒアリング調査による
注１：�平均的な１日の使用量割合であり、特別な発注が

あった場合には大きく変わる。
注２：�調査日の原材料使用量は約6.6ｔ。
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なっている。その他に、大分県のねぎ生産
法人などからも契約取引で調達している。
約９％の他県卸売会社との契約は、群馬県
産のキャベツを中心としているが、価格変
動を避けつつ確実に調達するための契約取
引となっている。

そして、残りの３分の２はオリオン商事
が卸売市場などから集めてくることにな
る。オリオン商事は沖縄県中央卸売市場の
仲卸業者ではあるが、卸売市場に集まって
くる品だけを買い付けているのでは、第１
に価格変動が大きく、グリーンフィールド
にとってリスクが高すぎるため、第２に卸
売業者がすべてを品揃えできるわけではな
いため、そもそも市場にないものを含めて
オリオン商事が積極的に集荷している。オ
リオン商事からグリーンフィールドへの納
入は、価格を決定した上での契約取引に
なっている。つまり、価格変動のリスクは
オリオン商事が吸収する形にして、グリー
ンフィールドの原料調達を安定させている
のである。

沖縄が収穫期を迎える11月から翌４月
の間は、グループ会社である沖縄ファーム
から全体の10％を調達する。これも10％
とはいえ、品目別ではレタス類はほぼ

100％であるから依存度は高い。その他、
地元の農業法人や農協からも、キャベツを
中心に直接取引で調達する。さらに、たま
ねぎなど県外の卸売商経由で北海道から調
達しているものもある。しかし、ここでも
３分の２はオリオン商事を通じた調達と
なっており、夏秋期と同様に同社が価格変
動リスクを負担している。

このようにグリーンフィールドの原料調
達は、沖縄県という集荷の困難性を抱える
地域にあって、第１に大量に使用する定番
品目を事実上の自社農場や大口の契約取引
で確保し、第２に多種多様にわたる品揃え
を事実上の母体である仲卸業者に担当さ
せ、かつ価格変動リスクもそれに負担させ
るという形で安定的な調達を実現してい
た。

この調達構造のポイントが、オリオン商
事の高い調達力にあることは明らかであ
る。オリオン商事が原料を集めることがで
きずに、グリーンフィールドが欠品したと
いうケースはこれまで一度もないという。
しかも、変動する野菜相場に直接対峙しつ
つ、グリーンフィールドには安定的な価格
で納入するという、カット事業者にとって
きわめて重要な原料価格の安定に重要な役

5 月 6 月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3月 4 月

産
地
切
り
替
わ
りオリオン商事を通じて市場などから調達

（約 66％）

他県の卸売会社から契約で調達

群馬県・Y社など県外５カ所から継続的に調達

県内の産地などから直接契約で調達

オリオン商事を通じて市場などから調達
（約 65％）

約 ％

約 ％

約 25％

約９％

沖縄ファームから調達

図４　サラダ原料（レタス類、キャベツなど）の調達構造

資料：ヒアリングより作成
注１：調達先と割合は平成26年秋から27年夏が基準。
注２：４～５月、11月は移行期間のため、県内産と県外産が混在する。
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割を果たしている。
さらに、カット野菜事業者にとって、大

量に使うキャベツやレタスなどが数量面で
確実に、価格面で安定的に調達できる仕組
みづくりは重要な課題である。それが沖縄
のような条件不利地では、なおさら重要と
なる。そこで、グリーンフィールドとして
も自社農場である沖縄ファームからの調達
を重視している。しかし、自社農場を抱え
るということは、安定的調達を実現しうる
反面、その農場自体の経営も考えなければ
ならないということでもある。つまり、
カット野菜の原料調達先として過不足な
い、都合の良い供給をさせようとすれば、
農場自体の経営は難しく、カット野菜事業
者が丸抱えせざるを得ない。しかし、それ
が膨大なコスト負担を意味することはいう
までもない。

それでは、グリーンフィールドはいかに
して沖縄ファームからの安定調達を実現し
ているのであろうか。次節では、この点に
ついて沖縄ファームのあり方を中心に整理
してみよう。

５　沖縄ファームの多様な販路
（１）沖縄ファームの概要

沖縄ファームは、前掲図１の通り、グ
リーンフィールドと社長兼任となっている
ものの、実際には専務である社長の実弟が
責任者を務めている。この所在地は沖縄県
南部の南城市であり、グリーンフィールド
がある沖縄県中央卸売市場からの距離は約
15キロメートルである。経営耕地面積は
約９ヘクタールだが、自社所有地と専務ら
家族所有の農地は一部に過ぎず、多くは親
族等も含めた借地で構成されている。その
ため、ほ場は複数の団地に分かれている

（写真３）。
沖縄ファームの野菜生産は、基本的に露

地栽培である。これを支える労働力は23
名で、正社員は専務を含めて７名、スリラ
ンカ人の農業実習生が６名、その他はアル
バイトである（注４）。収穫期などには、さら
に短期アルバイトを近隣から雇用し対応し
ている。彼らの国籍は日本、スリランカ、
バングラデシュ、ネパールの４カ国にもな
るため、現場では日本語と英語を織り交ぜ
て作業の指示をする（写真４）。

注４：平成27年12月（調査時）時点の人数。

（２）作付内容とグリーンフィールドへの原
料供給

沖縄ファームにおける冬春期の作付内容

写真３　収穫作業

写真４　作業指示
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を表３に示したが、レタス類、キャベツと
いったパッケージサラダに常時使用する品
目を中心とした構成となっている。前述の
通り、グリーンフィールドが冬春期に使用
するレタスは、ほぼすべてが沖縄ファーム
からの供給である。また、キャベツも一定
期間はほぼ全量が沖縄ファームからの供給
となる。ただし、その他の品目については
ごく一部を供給するにとどまっている。グ
リーンフィールドの意向としてはできるだ
け沖縄ファームから調達したいのだが、グ

リーンフィールドの需要量の拡大に対し、
沖縄ファームの生産拡大が追いつかないの
である（注５）。

図５では、沖縄ファームの販売段階とグ
リーンフィールドの原料調達の関係を示し
た。ここから明らかなように、グリーン
フィールドにとって沖縄ファームは事実上
の自社農場であり、原料調達において重要
な位置付けにあるが、必ずしも従属的な関
係に置かれているわけではない。

注５：実際、３年前は沖縄ファームからの供給が
約16％だった。

沖縄ファームは契約生産で約30％をグ
リーンフィールドへ販売している。これは
グリーンフィールドにとっては10％程度
ではあるが、前述の通り、レタス類などは
ほぼ全量を依存している。これに加え、グ
リーンフィールドの顧客からの急な発注量
の変更に対しても、沖縄ファームに多めに
収穫させる、あるいは早めに収穫し冷蔵庫
で保管させるなどにより原料野菜を確保し

品目名 基本作付面積
（坪）

回転数
（回）

延べ作付面積
（ａ）

結球レタス 6,600 3 654.5
サニーレタス 1,100 3 109.1
グリーンリーフ 5,488 3 544.3
キャベツ 8,200 2 542.1
たまねぎ 4,500 1 148.8
マンゴー 1,948 64.4

合　計 27,836
（920.2a） 2,063.2

資料：ヒアリングより作成
　注：３月以降は順次ゴーヤーの作付となる。
　　　ただし、マンゴーは果樹のため作付は固定される。

表３　沖縄ファームの作付内容

オリオン商事が
卸売市場など
から調達

県内外の農協、
地域の契約農家など

約25％

●結球レタス

●サニーレタス

●グリーンリーフ

●キャベツ

●たまねぎ、など

沖縄ファーム グリーンフィールド

必要量の
約10％

約65％

オリオン商事
約40％

沖縄県
中央卸売市場

・特に高品質な収穫物
・スーパー向けの規格品

①欠品防止のための
超過生産部分
②短期的な過剰収穫物

卸売市場での販
売を通じて調整

その他の販売先
約30％

約30％

安定的な価格での契約取引

グリーンフィー
ルドへの出荷よ
りも有利な価格
となる販売先へ

天候、受注動向
などにより変動

図５　沖縄ファームの出荷調整とグリーンフィールドの原料調達におけるリスク対応（冬春期）

資料：ヒアリングに基づき作成
注１：取引の関係は平成26年基準。
注２：沖縄県中央卸売市場へは調整的な出荷であるため、出荷割合には含んでいない。
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ている。つまり、グリーンフィールドに
とっての沖縄ファームは、特定品目での依
存にとどまらず、商品製造の都合に合わせ
た細やかな対応が可能という点でも重要な
存在なのである。特に、主要な取引先であ
る総合スーパーからのパッケージサラダ等
の発注は24時間前を基本としているため、
グリーンフィールドのこれへの対応力は、
原料調達段階における沖縄ファームの柔軟
性に支えられているともいえる。

また、この図５に示されているように、
沖縄ファーム自体も独自に販売先を抱えて
いる。最大の販売先はここでもオリオン商
事であり、同社は沖縄ファームの収穫物を
自らが抱える顧客へと販売している。ここ
で特徴的なのは、スーパーが好む規格品
は、グリーンフィールドには出荷せず、オ
リオン商事へ出荷していることである。一
般的にカット野菜用の原料野菜は大きけれ
ば大きいほど良いとされているが、スー
パーなどでの販売では形の良さとそれらの
好む大きさである方が評価は高い。沖縄
ファームでもこのような収穫物が一定の割
合で発生することから、これらはカット野
菜原料とするのではなく、より有利な価格
を実現できる販路で販売しているのであ
る。

ところで、カット野菜事業者として、原
料の欠品は最も避けなければならない事態
のひとつである。これに対し沖縄ファーム
では、販路全体で必要となる量に１割程度
上乗せした量を生産することで欠品を防ご
うとしている。だが、生育が順調だった場
合には、これらは事前契約した納入先がな
い商品となる。そこで、短期的な過剰収穫
品と合わせて、まずはオリオン商事が自社
の顧客への販売に取り組む。つまり、グ

リーンフィールドに対する安定的原料供給
の実現にあたって併存する過剰生産リスク
についても、グループ企業間で対応しよう
としているのである。さらに、オリオン商
事の対応力を上回る収穫物の過剰が発生し
た場合は、沖縄県中央卸売市場へと出荷し
ている。ただし、そのような場合は卸売市
場でも出荷品がだぶついていることが多い
ため、第１に出荷経費が回収できる程度の
価格が予想される場合、第２に沖縄ファー
ムからの出荷が市場での値崩れを引き起こ
さない場合に限って出荷している。

（３）夏秋期における生産拡大と液肥製造に
よる供給力強化

沖縄ファームのほ場は、夏秋期について
は、マンゴーの栽培地以外はすべてゴー
ヤーに切り替わる（注６）。その後、９月末か
ら10月上旬頃にはレタスの生産の準備が
始まり、11月からはグリーンフィールド
への供給が開始される。しかし、沖縄は平
年値で7.4回の台風接近があり、９月（1.7
回）、10月（0.9回）は未だ台風シーズン
の終盤といえる（注７）。それでも夏秋期に生
産するのは、グリーンフィールドへの供給
量の増大とともに、沖縄ファームにおける
通年雇用体制の構築が大きな目的となって
いる。実際に台風が来てしまった場合には
生産をやり直すことになるが、その損失は
沖縄ファームだけに背負わせるのではな
く、グリーンフィールドとオリオン商事の
３社で分け合うことになっている。

ところで、カット野菜製造は大量の残さ
を発生させる。もちろん、そのほとんどは
皮や種といった不可食部分であるから、原
体の流通でも同じような量が家庭で発生す
ることになる。しかし、カット野菜工場で
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発生する残さは分散して発生する家庭での
それと異なり、回収が容易で衛生状態も相
対的に管理しやすい。従って、効率的に再
資源化しうる可能性を有するが、グリーン
フィールドではこの大量の残さを沖縄
ファームへ運搬し、そこに設置された液肥
化装置での処理に取り組みはじめている。
製造された液肥は品質面でも良好であり、
現在、ほ場でのテスト利用を繰り返してい
る。計画通りであれば、３月のレタス類の
収穫終了からゴーヤーの作付までの期間を
大幅に短縮することができる。これもまた
沖縄ファームからの原料調達のさらなる安
定化につながるのである。

注６：このゴーヤーもグリーンフィールドの必要
量にはまったく届いておらず、不足分は農
協との契約で調達している。

注７：台風の沖縄への接近回数については沖縄気
象台調べ。数値は平年値（昭和56 ～平成
22年）。

６　まとめ
グリーンフィールドは、原料調達の面か

らみて「条件不利地域」である沖縄県にお
いてカット野菜事業で急速に成長してき
た。これを可能にした要因についてみる
と、まず第１にグループ企業として事実上
の自社農場を保持し、安定的な調達が必須
である定番品目についてはそこからの調達
を基本としていることであった。前掲図３
で示した通り、グリーンフィールドで最も
使用量が多いのはキャベツだが、だからと
いってキャベツ農場にするのではなく、価
格の安定など調達の難易度によって品目構
成を決定できるという点で自社農場の保持
は有利に働く。

さらに第２に、グリーンフィールドの原

料調達の都合を沖縄ファームの作付構成へ
とフィードバックさせつつも、沖縄ファー
ム自体が利益を確保できる販路をも構築し
ていた。これは、一方でグリーンフィール
ドの設立自体が、農家の規格外品対策とい
う意味をもっていることからも理解できる
が、他方ではカット野菜事業者が原料調達
基盤としての自社農場を保持しつつも、そ
の丸抱えのリスクを避ける方策でもあっ
た。

ただし、第３に、これを可能としている
のは、他ならぬオリオン商事の存在であっ
た。同社は、仲卸業者としての強力な調達
力を発揮すると同時に、カット野菜原料以
外の収穫物をその販売力によって価値実現
していた。このことが、グリーンフィール
ドにおいて安定的な原料調達構造を構築
し、その基盤でもある沖縄ファームの経営
を安定化し得た最大の要因であった。本稿
でみたオリオン商事の展開は、調達力や販
売力といった卸売市場の基本的機能を基盤
としているという点で、今後の卸売市場の
あり方を考える上でも示唆に富んだ事例で
あると言えよう。

このように、グリーンフィールドの安定
的原料調達はグループ３社の連携によって
維持されてきたが、その一方で今後の発展
には課題も残されている。それは、グリー
ンフィールド、沖縄ファームともに人材確
保の困難性がいよいよ強まっていることで
ある。両社とも、今も来ている外国人留学
生には大きな期待をもっている。しかし、
これからは彼らをアルバイトとしてでも安
定的に確保するには、例えば学生寮の提供
などといった留学生が本来の目的と両立で
きるような福利厚生も必要ではないかと考
えている。いずれにしても、グリーン
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フィールドの発展にとって、沖縄ファーム
も含めた人材確保は現実的な課題となって
いる。

近年は「食の安全・安心」への関心から、
産直や直売所の価値が高く評価されてい
る。それ自体に異論はないが、実際に「食
の安全・安心」が最も切実に求められるの
が子育て世代だとすれば、その年代は同時
に共稼ぎ世帯でもあり、あるいはそれにも
関わらず長時間労働を強いられがちな環境
にある。いくら産直や産地直売所で土付き
の原体を買うことが意義深いと言ってみて
も、買い物時間も調理時間の確保もままな
らない現状を踏まえれば、それはコストが
高すぎることに他ならない。むしろ、彼ら
にとっては、日常的な買い物場所である
スーパーで選択できるパッケージサラダ

が、信頼に値する事業者の手によるもので
あり、新鮮で多様な野菜や果実を摂取でき
る高品質な商品であることの方が、現実的
な意味でははるかに重要だろう。それを踏
まえれば、カット野菜やパッケージサラダ
について現代的な機能と価値を認め、それ
に向けて「安全・安心」な国産野菜供給を
いかに実現するかは、事業者や農業者だけ
ではなく、消費者にとっても大切な論点と
なろう。
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